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Ⅳ 考察 

１ 健康関心度尺度からみる健康意識の全国的な傾向 

2023 年度の調査（性年代均等割付／n=2,520）から割付方法の変更およびサンプルサイズ

を拡大し、今回の調査ではより代表性の高いデータの取得を試みた。基本属性以外の傾向と

しては、約 6 割が自身を健康であると感じる一方、約 8 割が運動不足を感じており、約 4 割

は運動・スポーツ非実施者であった。また実施者のうち、約半数はその負荷を楽であると捉

え、約 6 割がひとりで行い、種目としては散歩・ウォーキングが最も多かった。本節では前

章の結果を踏まえ、健康関心度の全国的な傾向を考察したい。 

健康関心度尺度の合計得点をベースとした低関心群 7.0%は、2023 年度の調査と比較する

と 1.6 ポイント多かった。今回の調査は性年代人口比率割付に変更したため、前回調査に比

べてサンプルに占める高齢者の割合が増えたものの、大きな変化はみられなかったといえ

る。尺度を構成する 12 項目の内訳をみても、健康づくりに対して時間をかけることへの肯

定感や健康状態の変化に対する意識の高さ、健康リスクの管理や一次予防への理解・浸透と

いったヘルスリテラシーの高さもうかがえる。健康関心度尺度はあくまでも一時点での意

識を捉えたデータにすぎないが、健康への関心がきわめて低い層の割合は全国的にみても

少数にとどまっていると推測され、いわゆる健康無関心層と称されるような健康にまった

く関心のない層はどれくらい実在するのかといった疑問も生まれる。

健康関心度は男性よりも女性、若年層よりも高齢層のほうが高い傾向にある 1)。一方で 18

歳～50 歳代までの年代間には差がみられず、勤労世代における健康関心度は大きく変わら

ない可能性が示唆される。また性や年代による交絡因子の影響も考慮すべきだが、健康関心

度は学歴によって単調に増加しないことが明らかとなった。世帯年収も年齢や学歴による

影響を受けるが、健康関心度は 200 万円未満と 600～800 万円未満よりも 200～400 万円未

満のほうが高かった。例としてアメリカでは、健康や教育、医療といった高価かつ無形の商

品に対して積極的に投資する文化的エリートの消費行動が格差拡大の一因として指摘され

ている（Currid-Halkett 2017）。おそらく日本でも同様の消費傾向は存在するものの、健康関

心度には高学歴や高世帯年収の影響は強く反映されなかった。就業状況別では、前回調査と

変わらず専業主婦（夫）が最も高く、学生が最も低かった。他方、正社員は自営・経営者と

の間では差が認められたが、契約社員、パートタイム・アルバイト、派遣、いずれのグルー

プ間でも差は認められなかった。したがって正規・非正規などの雇用形態にかかわらず、被

雇用者の健康関心度には大きな差がない可能性が示唆される。

 運動実施状況と健康関心度の関連は、行動変容ステージの前熟考期から準備期にかけて

上昇するものの、実行期では熟考期および準備期との差は認められず、維持期ではより高ま

る傾向がみられた。したがって、運動実施の意思をもってから準備に入るまでの段階と運動

が習慣的に実施される段階という 2 つの局面において、健康関心度は高まる可能性が示唆

される 2)。 
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２ 運動促進要因・阻害要因尺度からみる運動実態の全国的な傾向 

 2023 年度の調査では健康関心度は高いものの健康行動を取っていない人びとを潜在的関

心層として分類し、彼らが健康行動を取らない／取れない要因を探ることが課題として残

った。そこで今回の調査では健康関心度尺度に加えて、運動促進要因および阻害要因尺度を

聴取した。各尺度の下位項目など詳細は割愛するが、運動促進要因尺度は運動に対する積極

性の度合い、運動阻害要因尺度は消極性の度合いとして読み替えることができる。それぞれ

の合計得点を用いて健康関心度との相関関係を分析したところ、促進要因尺度は正の相関

（τ = 0.298, p < 0.001）、阻害要因尺度は負の相関（τ = -0.204, p < 0.001）がそれぞれ認め

られた。Kendall の順位相関係数τを比較すると、促進要因尺度のほうが健康関心度との関

連はより強かった。 

運動促進要因については「外見がよくなる」や「自分の能力を他人に認めてもらえる」が

男女ともに若年層で高く、若い世代においては特に他者や世間に準拠した動機によって運

動が促進されるようである。運動阻害要因については「時間がない」が男女ともに 30 から

40 歳代で高く、特に 30 歳代以下の女性で顕著であった。また「運動によって疲れてしまう」

は、ほとんどの年代で女性のほうが男性よりも高く、70 から 80 歳代になると男女ともに低

かった。勤労や子育てがピークを迎える年代において、時間的余裕のなさや疲労感は男女に

共通した阻害要因であるが、女性でより強く感じられている可能性が示唆される。 

 各尺度の合計得点を性別にみると、運動促進要因尺度（以下、促進度）は男性のほうが高

いが、運動阻害要因尺度（以下、阻害度）に性差は認められなかった。年代別でみると促進

度は 18-29 歳から 50 歳代にかけて低下する一方、阻害度はおおよそ 20 歳代から 30 歳代に

かけて高く、40 歳代以降は年代が上がるにつれて徐々に低下する傾向にあった 3)。したが

って運動実施を低下させる要因はやる気があってもやれない 30 歳代とやる気が起こりにく

い 50 歳代を中心に特性の異なる課題が存在するのではないかと考えられる。就業状況別で

は促進度・阻害度ともに学生が最も高かったが、阻害度については正社員、契約社員、派遣

との間では差が認められなかった。したがって、勤労者の多くが同等に高い阻害度を感じて

いる可能性が示唆される。 

 また運動実施状況によっても差がみられた。促進度は行動変容ステージにおける前熟考

期が最も低かったが、熟考期から実行期にかけては差が認められなかった。すなわち運動実

施に関心を持ち始めてから実行に移すまでの段階における促進度は大きく変わらない。一

方で阻害度は熟考期が最も高いが、これは前熟考期が運動実施に対して意識が向く前段階

にあるため、阻害度の認識も比較的低いためであると推察される。また前熟考期と熟考期、

準備期と実行期ではいずれも差は認められなかったため、阻害度が高まるのは運動実施に

対する意識が高まる熟考期をピークとして、準備期を超えた実行期以降は低下するものと

みられる 4)。これらを総合すると前熟考期と維持期においては促進度を高める働きかけ、熟

考期から実行期にかけては阻害要因を取り除く働きかけがそれぞれ高い効果を見込めるの

ではないかと考えられる。 
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３ 今後の研究課題と方向性 

 2023 年度の調査を踏まえて、今回の調査では設計および質問項目をブラッシュアップし

たことによって健康関心度および運動促進要因・阻害要因の全国的な傾向と特徴を把握す

ることができた。しかし、本報告書では基礎集計と属性ごとの把握にとどまっており、多変

量解析による詳細な分析が必要である。たとえば国民生活基礎調査のデータを用いて、健康

行動の有無を目的変数としたロジスティック回帰分析では、非婚者・最終学歴が専門・短大

卒以下の者・週 40 時間以上就業する者について、性別・年齢層別でいずれも健康行動を取

っていない者の割合が高いと指摘されている。先行研究では健康行動の数に基づいて「健康

関心度」が評価されている点に疑問が残るが、本調査のデータを用いて健康関心度尺度を目

的変数とした分析によって特性に違いを検証することは可能である。最後に研究課題とし

て大きく以下 3 点をあげ、今後の方向性を見通したい。 

第一の課題は、健康無関心層という名称の使われ方である。健康関心度の低い人びとが全

体の 1 割に満たないからといって存在を看過すべきではないが、一方で運動、食事、睡眠と

いった健康に関連する事象に一切関心がない真の無関心層は存在するのだろうか。行動変

容に対する啓発や介入を目的に用いられた健康無関心層という名称が、かえって健康格差

の拡大やスティグマ化を引き起こすことも懸念される。健康行動を取っていない人びと＝

健康無関心層という定義の下でそれらの議論や対策が推し進められる場合、前回の調査報

告書で指摘した潜在的関心層も一様に健康無関心層として括られ、彼らが健康行動を取れ

ない要因には十分に目が向けられないままに政策が推進されてしまうことも危惧される。

なお、定義の問題については近年、先行研究でも検討され始めている。 

第二の課題は、健康無関心層の評価手法である。前述のとおり、健康関心度尺度はあくま

でも一時点での意識を捉えたデータに過ぎない。関心度を測ることによって意識と行動の

乖離を見出すことが可能となるため、本報告書においてその有用性について異論の余地は

ない。ただし健康づくりのアウトカムが健康状態の改善である以上、意識が高くても行動を

伴わなければ効果は見込めない。したがって実効性の観点でいえば、変動しやすい意識の高

低や変化よりも行動の有無や変化に基づく評価指標が必要であり、同時に既存の健康無関

心層とは異なるかたちでセグメントの再定義も必要である。 

第三の課題は、潜在的関心層に関する実証データの不足である。運動実施に関していえば、

潜在的関心層はさらにやる気があってもやれない層とやる気が起こりにくい層に分かれて

おり、それぞれに特性の異なる課題が存在する可能性が今回の調査で新たにみえてきた。30

歳代を中心とする前者は阻害度の高いため、阻害要因の縮減が主な課題である。反対に 50

歳代を中心とする後者は促進度が低いため、促進要因の増幅が主な課題となる。当然ながら

セグメンテーションに基づく検討は必要であるが、効果的な促進要因や具体的な阻害要因

はさらに個人差が大きく、労働環境や居住地域の特性によっても異なると想定される。した

がってこれまでの量的・縦断的な調査だけでなく、質的・横断的な調査によってさらなる検

証が必要である。 
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以上のような定義・評価・調査における課題を踏まえ、今後は潜在的関心層を対象とする

ヒアリングやインタビューといった質的手法による調査、また継続的な観測によって運動

実施や身体活動に関する横断的な調査が望まれる。それらを通じて得られたデータから、よ

り実効性の高いアプローチ手法を模索しつつ、潜在的関心層の実態を考慮した上で健康無

関心層に代わる新たな概念枠組みの提示を狙いとしたい。 

 

 

注 

1) Jonckheere-Terpstra 検定でも年代に応じて増加傾向が認められた（p < 0.001）。 

2) 行動変容ステージの各グループ間の順序性があると仮定した場合、Jonckheere-Terpstra

検定でも段階に応じて増加傾向が認められた（p < 0.001）。 

3) Jonckheere-Terpstra 検定では促進度、阻害度ともに年代の上昇に応じて低下傾向が認め

られた（いずれも p < 0.001）。 

4) 行動変容ステージの各グループ間に順序性があると仮定した場合、Jonckheere-Terpstra

検定では前熟考期から維持期へと段階が進むにつれて促進度は増加傾向、阻害度は低下

傾向がそれぞれ認められた（いずれも p < 0.001）。 
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